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平成２１年度庄内町事務事業評価に係る外部評価結果について（意見書） 

 

 

 今年度、庄内町にて実施された事務事業評価における内部評価の妥当性について、町民

の視点に立って検証した結果、下記のとおりまとまりましたので意見書を提出します。 

 

記 

 

１ 委員会開催状況 

平成２１年 

 

 

１１月 

１１月  

１２月 

１６日 

２４日 

４日 

（月） 

（火） 

（金） 

第２回行政改革推進委員会 

第３回行政改革推進委員会 

第４回行政改革推進委員会 

 

２ 審議した事項 

 平成２１年度庄内町事務事業評価に係る外部評価について 

 

 

３ 委員名簿 

五十嵐進、川村昭三、梅木 均、大瀧嘉瑞、佐藤敏雄、志田重一、鈴木富士雄 

高橋克弘、和田明子 

 

 

４ 事務局 

 長南和幸、小林裕之、清野美保、永田 学 

 

 

５ 審議の結果 

 「平成２１年度庄内町事務事業評価に係る外部評価」の結果については、別紙のとおり

です。 



１ 審議の対象とした事務事業 

  本委員会は、町が平成２１年度に内部評価を行った全２１０事務事業のうち、下記の

２つの基準により１４事業を外部評価対象事業（以下「対象事業」という。）として抽出

し、その内部評価結果における妥当性について審議しました。 

 

【基準１】対象１２事業 

 １）担当課による民間活用の可能性にかかる評価において、担当者及び担当課長等がと

もに「民間委託」「民営化」が可能と評価された事務事業 

 ２）担当課による効率性にかかる評価において、担当者及び担当課長等がともに「民間

委託によるコスト削減が可能」と評価された事務事業 

 ３）庄内町行政評価専門部会議における方向性評価において、「手法を見直しして継続」

「拡充して継続」「縮小して継続」「廃止」と評価された事務事業 

 

【基準２】対象２事業 

  庄内町行政評価専門部会議において、政策的判断が必要となる事業のため、方向性評価を

除外した事務事業 

 

 

２ 審議にあたっての視点 

  本委員会の審議は、町が行った内部評価結果の妥当性について、以下の点に留意して

審議しました。 

１）事業の「現状認識」「対象」「手段」「成果」について客観的に検証されているか。 

 ２）町として事業を実施する必要性が認められるか。 

 ３）事業を更に効率的かつ効果的に実施する余地はないか。 

 

 

３ 審議の結果 

 １）対象事業に係る内部評価に対する審議結果（対象１４事業） 

内部評価の妥当性 対象事業 事業数 

妥当であると判断された事

業 

総合計画推進事業（町民満足度アンケート）、保

健指導事業、精神保健予防事業（社会復帰支援

事業）、火葬場管理運営事業、北月山荘管理事業、

観光施設管理事業、山村振興事業（南部山村広

場）、各種スポーツ大会開催事業、各種スポーツ

教室開催事業、体育団体育成事業 

１０ 

妥当ではあるが、一部内容

の検討が必要であると判断

された事業 

介護保険事業（介護予防事業）、カート管理事業 ２ 

付帯意見のみの事業 国民健康保険事業、福祉医療事業 ２ 

別 紙 



 ２）対象事業に対する付帯意見 

   対象事業に対する本委員会の意見は別紙２「平成２１年度外部評価結果一覧」のと

おりです。 

 

 ３）その他の意見 

   対象事業の審議を進めていく中で、全体的な視点から、次のような意見がありまし

た。 

  ・行政の持つ施設の効率的・有効的な活用を図るためにも、民間と行政の役割分担を

明確にしたうえで、民間で運営すべき施設については指定管理者制度の導入を積極的

に進めること。 

  ・指定管理者制度を含む民間委託の導入により合理化が図られた職員数については、

本来行政が取り組むべき事業に対して重点的な配置を進めること。 



【別紙２】 平成21年度外部評価対象事業一覧（14事業）

担当職員 担当課長・主幹 担当職員 担当課長・主幹 担当職員 担当課長・主幹

210
総合計画推進事業（町民満
足度アンケート）

情

町が実施する重要施策及び各種事業（行政サービス）に
対する町民の評価を調査することで、町民意向（関心
度、満足度、重要度等）のすう勢を捉えるとともに、町
民主体のまちづくりを進めるための基礎資料として活用
し、町が実施する各種施策等の町民満足度の向上を目指
すもの。

③ 様式Ⅰ 民間委託 民間委託
民間委託によ
りコスト削減

可能

民間委託によ
りコスト削減

可能

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続 ⇒ 手法を見直し

して継続

アンケート結果の更なる町施策への活
用を図るためにも、今後は、民間委託
の導入を検討しながら、回収率の向上
の実現に向けて推進すべきである。

⇒ 妥当である

回収率の向上を図るためにも、アンケー
ト記入者の負担感を減らすよう、内容の
見直しを図るとともに、事業自体は委託
すべきである。

308 国民健康保険事業 税 被保険者に適正な保険給付と関連事務の円滑な遂行 ⑥ 様式Ⅱ 直営 直営
これ以上コス
ト削減余地な

し

これ以上コス
ト削減余地な

し
現状継続 拡充 ⇒ 方向性評価

除外事業

担当課長の拡充評価に係る一般会計で
の対応強化については、財政的・政策
的判断が必要となる内容であることか
ら、本専門部会議においては判断しか
ねるものであり、今後担当課において
検討していくべきと考える。

⇒ ※付帯意見のみ

本事業を含め、医療福祉制度全般を見渡
したうえで優先順位を付けていくべきで
ある。ただし、他の税と比較して国民健
康保険税の収納率が目立って低いことか
ら、まずは収納率向上に努めることが先
決である。

309 福祉医療事業 税
3つの医療給付事業により福祉の向上に大きな役割を果
たす

⑥ 様式Ⅱ 直営 直営
これ以上コス
ト削減余地な

これ以上コス
ト削減余地な 拡充 拡充 ⇒ 方向性評価

除外事業

乳幼児医療に係る町単独分の取組につ
いては、効果が高いと思われるが、今
後の拡充については財政的・政策的判
断が必要となる内容であることから ⇒ ※付帯意見のみ

制限の位置づけについては、今後検討が
必要ではあるが、公平性を保つためにも
所得制限を設け その分 低所得者に対

外部評価（行政改革推進委員会）

内部評価
の妥当性

付帯意見

第一次評価（担当課評価） 総合評価（行政評価専門部会議）

H21№ 事務事業評価対象事業名 所管 事業の目的 分類 様式
今後の方向性

希望事業 今後の方向性 付帯意見
民間活用の可能性 効率性（コスト）

309 福祉医療事業 税
たす。

⑥ 様式Ⅱ 直営 直営 ト削減余地な
し

ト削減余地な
し

拡充 拡充 ⇒ 除外事業
断が必要となる内容であることから、
本専門部会議においては判断しかねる
ものであり、今後担当課において検討
すべきと考える。

⇒ ※付帯意見のみ 所得制限を設け、その分、低所得者に対
する支援を拡充した方が良いと思われ
る。

418 保健指導事業 保
生活習慣病予防事業や健康づくり事業を実施し、「元気
でご長寿日本一のまちづくり｣の推進。

⑥ 様式Ⅰ 民間委託 民間委託
民間委託によ
りコスト削減

可能

民間委託によ
りコスト削減

可能

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続 ⇒ 手法を見直し

して継続

特定保健指導については、今後民間委
託の導入などの検討を図るなど手法を
見直しして継続すべきである。

⇒ 妥当である
積極的かつ早期の民間委託導入を進める
べきである。

423
精神保健予防事業（社会復
帰支援事業）

保

1　精神に障害を持つ方が、自宅と医療機関以外での活
動の場を見つけ、地域で生活していけるようになること
2　精神に障害を持つ方とその家族が、交流を通して互
いに支えあうようになること

⑥ 様式Ⅱ 民営化・民間委託 民営化・民間委託
民間委託によ
りコスト削減

可能

民間委託によ
りコスト削減

可能
縮小 縮小 ⇒ 廃止

他の事業との統合を図るなど、当該事
業については廃止すべきである。 ⇒ 妥当である

他事業と重複する内容のため、当該事業
の廃止は認めるものの、障がい者福祉に
ついては、各人に対する個別の対応も必
要と思われるため、今後配慮していくべ
きである。

425 火葬場管理運営事業 保
適正な火葬、遺族に対する適切な対応が達成される火葬
場の維持管理、運営を行う。

④ 様式Ⅱ 民間委託 民間委託
民間委託によ
りコスト削減

可能

民間委託によ
りコスト削減

可能

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続 ⇒ 手法を見直し

して継続

指定管理者制度導入に係るガイドライ
ンに従い、早急に制度導入を図るべき
である。

⇒ 妥当である
内部評価結果のとおり、ガイドラインに
従い早急な制度導入を進めるべきであ
る。

427
介護保険事業（介護予防事
業）

保

特定高齢者施策：体の機能が少し弱くなっていて、近い
将来介護サービスを利用する可能性がある高齢者に対し
て、その方の弱っている機能を回復するような事業を提
供して、要支援・要介護状態にならないようにする。一
般高齢者施策：高齢者を対象に「介護予防」というもの
を広く知っていただき、できるだけ自立して元気で過ご
していただくための取り組みが盛んになるような地域社
会をつくっていく。

⑥ 様式Ⅱ 民間委託 民間委託
民間委託によ
りコスト削減

可能

民間委託によ
りコスト削減

可能
拡充 拡充 ⇒ 拡充して継続

担当課の第一次評価同様、拡充して継
続が望ましい。 ⇒

妥当ではある
が、一部内容の
検討が必要であ

る

基本的には、民間委託を導入しながら拡
充を図るべき。ただし、保健指導事業と
取組み内容が重複する部分があると思わ
れるので、検討を図るべきである。

801 カート管理事業 商 庄内町の情報発信、利用者の憩いの場の提供 ④ 様式Ⅱ 民営化・民間委託 民営化・民間委託
民間委託によ
りコスト削減

可能

民間委託によ
りコスト削減

可能

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続 ⇒ 手法を見直し

して継続

指定管理者制度導入による施設運営の
充実を図るためにも、ガイドラインに
従い、その導入について早急に進める
べきである。

⇒
妥当ではある

が、一部内容の
検討が必要であ

る

指定管理者制度の導入に関わらず、民間
が運営すべき施設であることは明白であ
り、本委員会においても長年指摘してき
たところである。従って、同制度導入に
対する課題とされてきた三郷原リバー
パーク設置条例を小出沼との整理を図る
うえでも早急に改正し、平成23年度まで
に同制度の導入を図るべきである。

北月山荘等管理事業

立谷沢川流域振興における拠点施設として、地域住民や
関係機関団体との連携と協働 立地条件や地域資源を活

④
民間委託によ 民間委託によ

手法を見直し 手法を見直し ⇒ 手法を見直し

指定管理者制度導入による施設運営の
充実を図るためにも、ガイドラインに
従い その導入について早急に進める ⇒

当該施設についても、民間が運営すべき
施設であると思われる。民間企業の参入

が803 北月山荘等管理事業 商
関係機関団体との連携と協働、立地条件や地域資源を活
かして利用拡大を図り、観光交流の波及効果創出による
地域振興を目指す。

④ 様式Ⅱ 民営化・民間委託 民営化・民間委託 りコスト削減
可能

りコスト削減
可能

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続 ⇒ 手法を見直し

して継続
従い、その導入について早急に進める
べきである。ただし、指定管理者の受
け皿となるものに対するサポート支援
を充実させていくべきである。

⇒ 妥当である を促進するためにも、運営が好調である
今こそ指定管理者制度の導入を図るべき
である。

813 観光施設管理事業 商
利用者がいつでも安全・快適に利用できる状態を目指し
利用者の増大を図る。また、案内板等の整備により、誰
でも気軽に行けるわかりやすい観光地の案内を目指す。

② 様式Ⅰ 民間委託 民間委託
民間委託によ
りコスト削減

可能

民間委託によ
りコスト削減

可能

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続 ⇒ 手法を見直し

して継続

当該事業掲載の4施設(楯山公園、同
休憩施設、狩川駅・清川駅トイレ)以
外の施設についても、町全体の観光施
設として捉え、今後のあり方について
検討していくべきである。

⇒ 妥当である

当該施設については、住民により密接し
た施設であることから、安易な指定管理
者制度の導入とはせず、NPO法人及びボ
ランティア活動団体の協力を仰ぐ努力を
図ること。

818
山村振興事業（南部山村広
場）

商
北月山自然景観交流施設や淡水魚養殖施設、各種事業と
連携して利用拡大を図り、立谷沢川流域振興に資する波
及効果を創出できる施設を目指す。

④ 様式Ⅱ 民営化・民間委託 民営化・民間委託
民間委託によ
りコスト削減

可能

民間委託によ
りコスト削減

可能

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続 ⇒ 手法を見直し

して継続

当該施設については、北月山荘周辺施
設との一体となった管理運営を早急に
模索すべきである。また、指定管理者
制度の導入についても、今後策定され
る立谷沢川流域振興基本計画中期アク
ションプランにおいて検討すべきであ
る。

⇒ 妥当である
当該施設については、小規模であること
から北月山荘と一体的な管理運営方法を
検討していくこと。

情報発信課：1、税務町民課：2、保健福祉課：4、商工観光課：4、社会教育課：3



【別紙２】 平成21年度外部評価対象事業一覧（14事業）

担当職員 担当課長・主幹 担当職員 担当課長・主幹 担当職員 担当課長・主幹

外部評価（行政改革推進委員会）

内部評価
の妥当性

付帯意見

第一次評価（担当課評価） 総合評価（行政評価専門部会議）

H21№ 事務事業評価対象事業名 所管 事業の目的 分類 様式
今後の方向性

希望事業 今後の方向性 付帯意見
民間活用の可能性 効率性（コスト）

1017 各種スポーツ大会開催事業 社

スポーツ活動参加のきっかけづくりとスポーツ活動を通
して健康づくり、体力づくりさらには生きがいづくりに
つなげ仲間との交流を深め、活力ある人づくり町づくり
を推進し、自主的、自発的に大会を主管開催できる組織
の育成を図ること。

⑥ 様式Ⅱ 民営化・民間委託 民営化・民間委託
民間委託によ
りコスト削減

可能

民間委託によ
りコスト削減

可能

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続 ⇒ 手法を見直し

して継続

担当課の第一次評価同様、手法を見直
しして継続が望ましい。また、総合型
地域スポーツクラブ設立後の将来的な
指定管理者制度導入も検討が必要であ
る。

⇒ 妥当である

平成23年2月の総合型地域スポーツクラ
ブ発足後も課題はあると思われるが、方
向性としては、内部評価結果のとおり、
指定管理者制度導入の方向性で進めてい
くこと。

1018 各種スポーツ教室開催事業 社
幼児から高齢者までそれぞれのライフステージに応じた
教室の充実によりスポーツの日常化と生涯スポーツの推
進を図る。

⑥ 様式Ⅱ 民営化・民間委託 民営化・民間委託
民間委託によ
りコスト削減

可能

民間委託によ
りコスト削減

可能

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続 ⇒ 手法を見直し

して継続

担当課の第一次評価同様、手法を見直
しして継続が望ましい。また、総合型
地域スポーツクラブ設立後の将来的な
指定管理者制度導入も検討が必要であ
る。

⇒ 妥当である

平成23年2月の総合型地域スポーツクラ
ブ発足後も課題はあると思われるが、方
向性としては、内部評価結果のとおり、
指定管理者制度導入の方向性で進めてい
くこと。

1020 体育団体育成事業 社

スポーツの普及、振興を図り、町民の融和と健康増進並
びに青少年の健全な育成を図ることを目的とし、自主
的、自発的に活動する体育教会及びスポーツ少年団等の
育成を図る。また、総合型地域スポーツクラブの設立を
目指す。

⑤ 様式Ⅱ 民営化・民間委託 民営化・民間委託
民間委託によ
りコスト削減

可能

民間委託によ
りコスト削減

可能

手法を見直し
して継続

手法を見直し
して継続 ⇒ 手法を見直し

して継続

担当課の第一次評価同様、手法を見直
しして継続が望ましい。また、総合型
地域スポーツクラブ設立後の将来的な
指定管理者制度導入も検討が必要であ
る。

⇒ 妥当である

平成23年2月の総合型地域スポーツクラ
ブ発足後も課題はあると思われるが、方
向性としては、内部評価結果のとおり、
指定管理者制度導入の方向性で進めてい
くこと。

情報発信課：1、税務町民課：2、保健福祉課：4、商工観光課：4、社会教育課：3
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